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第3章  基本目標別の施策

本市では、基本構想に定める4つの基本目標に基づき、まちづくりを展開しています。本章では、より具体的な

まちづくりの方向性を示す66の施策の内容について、基本目標別に示します。

1基本目標

2基本目標

人と人とが支え合い  誰もが幸せを感じるまち

19 施策（施策1～施策19）

13 施策（施策20～施策32）

緑とともに暮らせる  快適で安全安心なまち

保健 福祉

生活 環境

3基本目標

4基本目標

19 施策（施策33～施策51）

15 施策（施策52～施策66）

多様性を認め合い  人と文化が磨かれるまち

魅力あふれる  うるおいと活力のあるまち

文化 学習

都市基盤 産業
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健康を支えるまちづくりの推進

人
と
人
と
が
支
え
合
い 

誰
も
が
幸
せ
を
感
じ
る
ま
ち

保
健

福
祉

市民一人ひとりが健康づくりに高い意識を持ち、健康的な生活習慣を実践し、かかりつ

け医等への相談を通して日頃の健康管理に努めています。

また、休日・夜間にも適切な医療サービスを受けられる環境が整備されているとともに、

地域のソーシャルキャピタル＊が醸成され、健康づくりだけではなく、こころといのちを守る

支援がなされています。

めざす姿
（施策の目的）

乳幼児期、学齢期、若年期、中年期、高齢期といった世代ごとに、運動等の生活習慣や

食生活の課題が異なるため、ライフステージの特性に応じたきめ細かい対応が必要です。

市民ボランティア（元気いっぱいサポーター＊や食育推進リーダー＊など）の増加により

地域の健康づくりや食育推進の基盤が整いつつあり、今後は団体や企業等との連携・協働

の強化を図るなど、その基盤をより一層充実させることが求められています。こころと

いのちを守る支援では、相談者が抱える内容に応じた専門機関等に確実につなげるため、

誰もが自殺に追い込まれることのないネットワークの強化・充実を図ることが必要です。

また、国では、初期の治療は地域の医院・診療所を受診するよう促すなど、医療機関の

役割分担を推進しています。そのため、市民が日頃から身近な地域で相談できるかかりつ

け医を見付けることができるよう情報発信を強化することや、休日・夜間の応急診療体制

の充実が求められています。さらに、大規模災害発生時においても市民の生命や健康を

守るため、発生直後から復興までの各フェーズに応じた医療救護や保健活動等を行うこと

が可能となるよう、関係機関との協働・連携体制の強化を図ることが必要です。

現状と課題

●ライフステージの特性を踏まえた、生涯にわたる切れ目のない健康づくりに向け、情報発

信や生活習慣を見直すための講演会や健康相談を通じて、健康意識の醸成を図ります。

●市民ボランティア、団体、企業等と連携し、地域の健康づくりや食育を推進します。また、

食の循環＊への理解促進や食文化の継承に資する取組に加えて、食環境の整備＊等を

行います。

●誰もが自殺に追い込まれることがない支援体制づくりのため、こころといのちを支え合

うネットワークの強化を図ります。

●自分の健康状態に心配事が生じた際に気軽に相談できるよう、「かかりつけ」の医療機

関、歯科医療機関、薬局等を持ち、定期的な受診を促すとともに、休日・夜間における

応急診療の実施体制の充実及び大規模災害発生時などの緊急時の医療体制整備に

取り組みます。

施策の方向性

1

1

施策 基本施策  　 健康づくりの推進1

基
本
目
標

第3章　基本目標別の施策後期基本計画

34

「めざす姿（施策の目的）」では、施策を進めることによ
り、どのような府中市が実現しているか、目指している
到達点としての未来の様子や状態を示しています。

「施策の方向性」では、課題の解決や「めざす姿（施策
の目的）」の実現に向けた方針を示しています。

「現状と課題」では、施策についての現状と課題の認
識、また、課題の解決に向けて求められている市民の
ニーズ等を示しています。

凡例

第3 章　基本目標別の施策後期基本計画
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▼健康づくりやこころといのちを支え合うネットワークづくりに関すること。 

▼「かかりつけ」の医療機関や薬局を持つことの啓発のほか、災害発生時における医療救護や保健活動等の協
働・連携体制の整備に関すること。

協働により推進したい取組

指標名 基準値 目標値
（R11） 指標の説明

健康づくりを担う市民ボラ
ンティアの活動回数 

63回
（R2～6平均）

97回
（R7～11平均）

市民ボランティア（元気いっぱいサポー
ター及び食育推進リーダー）の直近5年間
の平均活動回数です。

ゲートキーパー＊研修受講
者数 

431人
（R6）

876人 
ゲートキーパー研修を受講した延べ人数
です。

身近な地域における医療（歯
科医療、調剤薬局を含みま
す。）の充実度 

81.1％
（R7）

85％

市民意識調査により把握した、必要なとき
に身近な地域で医療（歯科医療、調剤薬局
を含みます。）を受けられていると感じる市
民の割合です。

指 標

取組名称 令和8年度から11年度までの取組内容

健康管理支援事業

生活習慣病の予防、健康増進などに関する知識の普及を目的として、情報発
信や講座を実施するとともに、保健師などの専門職による健康相談を行いま
す。また、元気いっぱいサポーターの養成と活動支援、市内企業や各種団体、
学校等と協働・連携した啓発活動により、健康づくりの推進を図ります。

食育推進事業
情報発信や体験型講座、管理栄養士による栄養相談を実施します。また、食
育推進リーダーの養成・育成など、人材育成にも努めます。

自殺対策事業
ゲートキーパーを育成するとともに、地域におけるネットワークの強化を図
り、いつでも支援につながる地域の体制づくりを行います。

休日・夜間診療事業 府中市保健センターで休日・夜間診療を実施します。

災害時医療体制等整備事業
医療機関、医師会、歯科医師会及び薬剤師会と協働・連携し、災害時の医療
体制を整備・強化します。

主要な取組

35

●  「＊」が付いている語は、注記用語一覧（230ページ）に内容の説明を掲載しています（初出時のみ）。

●   と記載のある主要な取組は、重点プロジェクトの具体的な取組に位置付けています。

「指標」では、「めざす姿（施策の目的）」の到達状況を
測るため、基準値と4年後の目標値を示しています。

「主要な取組」では、「めざす姿（施策の目的）」を実現
するための主な取組（事務事業）を示しています。

「協働により推進したい取組」では、この施策において、
市民や事業者、団体などと共に進めたい取組を示して
います。

施策を進めることで寄与するSDGsのゴールを示して
います。
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基本施策  　 共に生きるまちづくりの推進7

基本施策  　 生活の安定の確保6

基本施策  　 社会保障制度の充実5

基本施策  　 障害者サービスの充実4

基本施策  　 高齢者サービスの充実3

基本施策  　 子ども・子育て支援の充実2

基本施策  　 健康づくりの推進1

施策1　  健康を支えるまちづくりの推進

施策2　  疾病予防対策の強化

施策3　  地域における子育て支援

施策4　  妊娠期から子育て期までの継続的な支援

施策5　  ひとり親家庭への支援

施策6　  教育・保育サービスの充実

施策7　  高齢者がいきいきするための支援

施策8　  高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすための支援

施策9　  障害者の社会参加の推進

施策10　障害者差別の解消と相談支援機能の充実

施策11　障害者の地域生活支援

施策12　障害児への支援の充実

施策13　高齢者医療制度の普及と推進

施策14　国民健康保険の運営

施策15　介護保険制度の円滑な運営

		

施策16　低所得者の自立支援

施策17　住宅セーフティネット制度の推進

		

施策18　つながり支え合う地域づくり

施策19　安心して生活できる福祉環境の整備

基本目標 1
人と人とが支え合い  誰もが幸せを感じるまち

保健 福祉

37
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健康を支えるまちづくりの推進

人
と
人
と
が
支
え
合
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誰
も
が
幸
せ
を
感
じ
る
ま
ち

保
健

福
祉

市民一人ひとりが健康づくりに高い意識を持ち、健康的な生活習慣を実践し、かかりつ

け医等への相談を通して日頃の健康管理に努めています。

また、休日・夜間にも適切な医療サービスを受けられる環境が整備されているとともに、

地域のソーシャルキャピタル＊が醸成され、健康づくりだけではなく、こころといのちを守る

支援がなされています。

めざす姿
（施策の目的）

乳幼児期、学齢期、若年期、中年期、高齢期といった世代ごとに、運動等の生活習慣や

食生活の課題が異なるため、ライフステージの特性に応じたきめ細かい対応が必要です。

市民ボランティア（元気いっぱいサポーター＊や食育推進リーダー＊など）の増加により

地域の健康づくりや食育推進の基盤が整いつつあり、今後は団体や企業等との連携・協働

の強化を図るなど、その基盤をより一層充実させることが求められています。こころと

いのちを守る支援では、相談者が抱える内容に応じた専門機関等に確実につなげるため、

誰もが自殺に追い込まれることのないネットワークの強化・充実を図ることが必要です。

また、国では、初期の治療は地域の医院・診療所を受診するよう促すなど、医療機関の

役割分担を推進しています。そのため、市民が日頃から身近な地域で相談できるかかりつ

け医を見付けることができるよう情報発信を強化することや、休日・夜間の応急診療体制

の充実が求められています。さらに、大規模災害発生時においても市民の生命や健康を

守るため、発生直後から復興までの各フェーズに応じた医療救護や保健活動等を行うこと

が可能となるよう、関係機関との協働・連携体制の強化を図ることが必要です。

現状と課題

●ライフステージの特性を踏まえた、生涯にわたる切れ目のない健康づくりに向け、情報発

信や生活習慣を見直すための講演会や健康相談を通じて、健康意識の醸成を図ります。

●市民ボランティア、団体、企業等と連携し、地域の健康づくりや食育を推進します。また、

食の循環＊への理解促進や食文化の継承に資する取組に加えて、食環境の整備＊等を

行います。

●誰もが自殺に追い込まれることがない支援体制づくりのため、こころといのちを支え合

うネットワークの強化を図ります。

●自分の健康状態に心配事が生じた際に気軽に相談できるよう、「かかりつけ」の医療機

関、歯科医療機関、薬局等を持ち、定期的な受診を促すとともに、休日・夜間における

応急診療の実施体制の充実及び大規模災害発生時などの緊急時の医療体制整備に

取り組みます。

施策の方向性

1

1

施策 基本施策  　 健康づくりの推進1

基
本
目
標

第3 章　基本目標別の施策後期基本計画
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▼健康づくりやこころといのちを支え合うネットワークづくりに関すること。 

▼「かかりつけ」の医療機関や薬局を持つことの啓発のほか、災害発生時における医療救護や保健活動等の協
働・連携体制の整備に関すること。

協働により推進したい取組

指標名 基準値 目標値
（R11） 指標の説明

健康づくりを担う市民ボラ
ンティアの活動回数 

63回
（R2～6平均）

97回
（R7～11平均）

市民ボランティア（元気いっぱいサポー
ター及び食育推進リーダー）の直近5年間
の平均活動回数です。

ゲートキーパー＊研修受講
者数 

431人
（R6）

876人 
ゲートキーパー研修を受講した延べ人数
です。

身近な地域における医療（歯
科医療、調剤薬局を含みま
す。）の充実度 

81.1％
（R7）

85％

市民意識調査により把握した、必要なとき
に身近な地域で医療（歯科医療、調剤薬局
を含みます。）を受けられていると感じる市
民の割合です。

指 標

取組名称 令和8年度から11年度までの取組内容

健康管理支援事業

生活習慣病の予防、健康増進などに関する知識の普及を目的として、情報発
信や講座を実施するとともに、保健師などの専門職による健康相談を行いま
す。また、元気いっぱいサポーターの養成と活動支援、市内企業や各種団体、
学校等と協働・連携した啓発活動により、健康づくりの推進を図ります。

食育推進事業
情報発信や体験型講座、管理栄養士による栄養相談を実施します。また、食
育推進リーダーの養成・育成など、人材育成にも努めます。

自殺対策事業
ゲートキーパーを育成するとともに、地域におけるネットワークの強化を図
り、いつでも支援につながる地域の体制づくりを行います。

休日・夜間診療事業 府中市保健センターで休日・夜間診療を実施します。

災害時医療体制等整備事業
医療機関、医師会、歯科医師会及び薬剤師会と協働・連携し、災害時の医療
体制を整備・強化します。

主要な取組
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疾病予防対策の強化
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健康診査や各種検診の機会が充実しており、疾病や障害等の早期発見と早期の治療・

支援に結び付いています。また、市民一人ひとりが感染症予防の正しい知識を持ち、適切に

対応するとともに、市・東京都・国が連携した予防体制が整備され、対策が行われている

ことで、健康が守られています。

めざす姿
（施策の目的）

職場などで健康診査を受ける機会のない18歳から39歳までの人を対象とした若年層

健康診査や、各種がん検診等を実施していますが、受診率は高い状況とはいえないため、

疾病の早期発見と早期治療の重要性を更に周知していくことが必要です。また、新たな

感染症の発生や拡大の場面においては、感染予防や拡大防止、緊急時の医療体制の整備

に加え、支援が必要な人へのサポート体制の整備などについて、国や東京都、医療機関

及び事業者とともに対策を講じていくことが求められています。

現状と課題

●健（検）診の実施及びがん検診の精密検査の該当者への受診勧奨・精密検査の実施体制

の整備を行うことで、疾病の早期発見・早期治療につなげます。

●	歯科健診や歯科保健指導の実施により、むし歯や歯周病の予防対策を講じます。

●	感染症危機への対応を示す新型インフルエンザ等対策行動計画＊について、国や東京都

の計画改定等を注視し、適宜反映することで実効性を高めます。感染症発生時・拡大期

には、同行動計画及び事業継続計画（BCP）に基づき、市民生活・経済に及ぼす影響を

最小とするため、発生段階に応じて行動できるように平時から保健所・医師会等の関係

機関との連携強化を図ります。

●	感染症のまん延及び重症化を防ぐため、希望者が予防接種を受けられるよう環境を

整えます。

施策の方向性

2

1

施策 基本施策  　 健康づくりの推進1

基
本
目
標

訪問歯科診療

第3 章　基本目標別の施策後期基本計画
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主要な取組

▼健（検）診の啓発や感染症発生を想定した訓練の実施に関すること。

協働により推進したい取組

指標名 基準値 目標値
（R11） 指標の説明

がん検診の受診率

胃	 3％・5.2％
子宮頸

けい

	 17.6％
乳	 24.9％
大腸	 10.4％
肺	 4.1％

（R6）

胃	 4.3％・6.9％
子宮頸

けい

	 20.8％
乳	 30％
大腸	 15％
肺	 5.5％

健康増進法に基づく5つのがん検診（胃・
子宮頸

けい

・乳・大腸・肺がん）の受診率です。
※胃はX線検査・内視鏡検査

成人歯科健診の受診率
10.2％
（R6）

11％
健康増進法に基づく年齢対象者（20・
30・40・50・60・70歳）の受診率です。

高齢者インフルエンザ
定期予防接種の接種率

47％
（R6）

54.5％
高齢者インフルエンザ定期予防接種の接
種率です。

指 標

取組名称 令和8年度から11年度までの取組内容

各種疾病検診事業
健康増進法に基づく5つのがん検診（胃・子宮頸

けい

・乳・大腸・肺がん）を実施し
ます。

歯科健診事業
歯の喪失の防止、歯と口の機能保持を図るため、成人歯科健康診査（歯周病
検診を含みます。）を実施します。

感染症対策事業
市民生活や地域経済に及ぼす影響を最小とすることを目的として、新型イン
フルエンザ等特別措置法に基づき、感染拡大防止のための取組を実施する
ほか、重症化予防のための予防接種を実施します。
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地域における子育て支援
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地域全体で子ども・子育てを支えていく取組が充実し、子育て家庭が孤立し、悩みを抱え

込むことなく、気軽に交流・相談できる環境が整っており、様々な人との触れ合いを通じて、

子どもが健やかに成長しています。

めざす姿
（施策の目的）

地域とのつながりがより希薄になり、身近に相談できる相手がいないなど、在宅での育

児の孤立化が問題となっており、地域における子育て支援へのニーズが高くなっています。

現在、子ども家庭支援センター＊、地域子育て支援センター＊、私立保育園などにおいて、

親子で交流し、気軽に相談できる場などを提供するとともに、子育て講座などを実施し、

地域での孤立化の防止に努めていますが、より多くの人が地域で気軽に相談できる環境

の整備が求められています。

また、地域で子育てひろば＊や子ども食堂＊を実施する団体を支援することで、地域交流

の促進や見守り体制の充実を図っています。今後は、このような居場所から子育て家庭が

地域との関わりを得て孤立しないようにするとともに、支援が必要な家庭に対しては行政

による福祉的な支援につながるよう、官民協働で子育て支援のネットワークづくりを進め

ていくことが重要です。

現状と課題

●地域子育て支援センター「はぐ」の整備を進め、地域の子育て支援を担う拠点施設と

して市内全域をカバーできる体制を構築します。さらに、子育てひろばについては、常

設型施設での実施に加えて、地域ごとのニーズに合わせて文化センターや公会堂等を

会場とする出張型の取組も展開していきます。また、地域子育て支援センター「はぐ」

及び子ども家庭支援センター「たっち」については、身近な場所で気軽に相談ができる

地域子育て相談機関として、子育て世代包括支援センター「みらい」との連携の強化を

図ります。

●子育てひろばや子ども食堂への支援を通じて、地域社会が子育て家庭を支える取組を

推進します。

●地域で活動する団体や関係機関と連携を図りながら、福祉的な支援を要する家庭につ

いては早期に発見し、行政による支援につなげられるよう、地域における子育て支援の

ネットワークを整えていきます。

施策の方向性

3

1

施策

基
本
目
標

基本施策  　 子ども・子育て支援の充実2

第3 章　基本目標別の施策後期基本計画
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▼子ども食堂などの地域団体との子ども・子育てを応援する活動及び地域のネットワークづくりに関すること。

協働により推進したい取組

指標名 基準値 目標値
（R11） 指標の説明

子育てひろばの延べ参加
人数

125,125人
（R6）

基準値維持
出張型も含めた子育てひろばに参加した
子ども及び大人の合計人数です。

地 域 子ども・子 育て応 援
連絡会参加団体数

18団体
（R6）

33団体
地域子ども・子育て応援連絡会に参加した
団体数です。

指 標

取組名称 令和8年度から11年度までの取組内容

子育てひろば事業

子ども家庭支援センター「たっち」、「しらとり」、地域子育て支援センター
「はぐ」、私立保育園などにおいて、親子が気軽に交流や相談できる場を
提供するほか、子育て講座、イベント等の啓発活動を実施します。また、一部
の施設では、常設型に加えて出張型の子育てひろばを実施します。

地 域 子ども・子 育て応 援
事業

子ども食堂などの活動団体に対して補助を行うとともに、地域のネットワーク
をいかし、地域団体と協働で子ども・子育てを支える取組を進めます。

主要な取組

地域子育て支援センター「はぐ」ひがし
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妊娠期から子育て期までの継続的な支援
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妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援体制が充実し、妊娠、出産、育児のそれぞれ

の時期に、適切な情報提供や、不安・悩みに対する相談、医療費等の経済的負担を軽減

する支援などが行われており、保護者は安心して子どもを生み育て、子どもは心身ともに

健やかに育つことができる環境が整っています。

めざす姿
（施策の目的）

家族構成や働き方・経済状況の変化等を背景に、子育てニーズは多様化・複雑化し、子育

て家庭の身体的・精神的・経済的な負担が依然として課題となっています。

妊娠期からの心身のストレスや育児不安・孤立した育児が解消しない家庭は、養育困難

や児童虐待につながりやすく、また、家族の障害や心身の不調等が継続している家庭では、

ヤングケアラーの問題として顕在化することもあります。

このような状況に対応するため、妊産婦や子ども及びその家族の健康と子育てを包括

的にサポートし、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行うことが求められて

います。市では、母子保健機能と児童福祉機能を統合した子育て世代包括支援センター

「みらい」を包括的な支援拠点である「こども家庭センター＊」として位置付け、関係機関

と連携し、子どもや妊産婦、保護者へ必要な支援を行っています。

現状と課題

●児童手当の支給及び医療費の助成を引き続き行い、子育て家庭を経済的に支援します。

●子育て世代包括支援センター「みらい」では、妊娠期から切れ目のない支援を行うため、

母子保健と児童福祉の専門性をいかし、相談支援を一体的・包括的に行います。

●	母子健康手帳交付時の面談や産後ケアなどの妊産婦支援を充実し、産後うつ等を防止

します。また、乳幼児健康診査、予防接種等を実施し、子どもの発育・発達の課題につい

ては、医療や療育機関との連携を強化し、母子の健康の保持・増進を図ります。

●	食育や性教育に関する取組を実施し、将来の妊娠を考えながら健康的な生活習慣を

身に付けるプレコンセプションケア＊を推進し、心身や養育環境の整った中で妊娠、出産

及び子育てができるよう啓発します。

●	児童虐待の未然防止及び重篤化防止を図るため、地域のネットワークを強化し、子育て

家庭のニーズに対応したきめ細かいサービスの調整・提供を行うとともに、通告窓口

及び相談支援を行う機関の周知・広報など、虐待防止の普及啓発を行います。また、ヤン

グケアラーについて、民間支援団体と協働し、当事者や周囲の大人の理解を促進する

ための普及啓発活動や、学校等の関係機関との支援体制を整備します。

施策の方向性

4

1

施策

基
本
目
標

基本施策  　 子ども・子育て支援の充実2

第3 章　基本目標別の施策後期基本計画
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▼子育てに係る情報収集・提供や、児童虐待の防止等に関すること。

協働により推進したい取組

指標名 基準値 目標値
（R11） 指標の説明

この地域で今後も子育てを
していきたい保護者の割合

77％
（R6）

80％
乳幼児健診で実施するアンケートで把握
した、この地域で今後も子育てをしていき
たい保護者の割合です。

児童虐待問題が解決した
相談の割合

58％
（R6）

63％
1年間の虐待相談のうち、継続的に相談対
応を行い、虐待に係る問題が解決した割
合です。

ヤングケアラーから早期に
生活状況や意見等を聞き
取った割合

88％
（R6）

93％
1年間に把握したヤングケアラーのうち、
把握から1か月以内に本人から生活状況
や意見等を聞き取った割合です。

指 標

主要な取組

取組名称 令和8年度から11年度までの取組内容

児童手当支給及び子育て
家庭医療費助成事業

高校生年代までの児童について、適正に児童手当を支給するとともに、保険
診療の自己負担分を助成します。

こども家庭センター事業 
母子健康手帳交付時の面談により個別の状況を把握し、妊娠期からの継続
的な情報提供や相談支援を行うことで子育て期までの切れ目のない支援を
行います。

母子健康づくり支援事業
（こども家庭センター事業）

適切な時期に乳幼児の各種健診を行い、発育と発達の確認及び疾病の早期
発見と早期治療につなげる保健指導を行います。また、各種講座を実施し、
母子の健康づくりを実践できるよう支援するほか、学校等と連携し、中高生を
対象に命の大切さなどを学ぶ性教育講座を実施します。また、若い世代に
プレコンセプションケアを実施します。

児童虐待防止事業
（こども家庭センター事業）

児童虐待の早期発見、早期対応に努め、要保護児童対策地域協議会＊等を
通じて関係機関との連携強化を図り、支援体制の充実及び虐待防止の普及
啓発を行います。

ヤングケアラー支援事業
（こども家庭センター事業）

ヤングケアラーの実態を把握するとともに、相談支援を行うほか、ヤングケア
ラーの理解を促進し、支援の必要な子どもを把握するため普及啓発を実施
します。また、関係機関と連携し、支援体制の充実を図ります。
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ひとり親家庭への支援
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ひとり親家庭が自分たち家族にとって必要なサービス等を選択・活用しながら、親子が

自立し、安心して暮らしています。
めざす姿

（施策の目的）

ひとり親家庭を対象とした手当の給付及び医療費の助成を行っているほか、専門の

相談員がひとり親家庭の保護者から相談を受け、資格取得や就業に係る支援、必要なサー

ビスの提供等を行い、自立を促進しています。しかし、ひとり親家庭は、子育てと生計の

維持を保護者一人で担っていることが多く、様々な困難を伴う場合があり、きめ細やかな

支援が求められています。

「子ども・子育て支援に関する市民意向調査」や「子どもの生活実態調査」では、ひとり

親家庭は、親が就労している割合は高いものの、世帯としての収入水準は低く、離婚の際に

養育費の取決めをしていない、取決めをしても受け取っていない割合も高くなっています。

また、他の世帯と比較して生活満足度も低い傾向にあることから、子育て、就労、離婚や養

育費など様々な面において、相談体制の充実と各種支援制度の周知徹底が必要です。その

ため、離婚を考えた時の相談窓口やひとり親家庭に関する情報をまとめた冊子を配布する

など、情報発信を継続していくとともに、ひとり親が相談しやすい環境を整えて、支援の必

要なひとり親家庭が漏れなく相談につながるようにしていく必要があります。

現状と課題

●ひとり親家庭それぞれの状況に応じて、母子・父子自立支援員がきめ細やかな支援をす

るほか、離婚を考えている親の課題整理などもできるよう、相談体制の更なる充実や各

種支援制度の周知徹底を図ります。

●就業や転職に係る相談については、就業支援専門員が生活状況や仕事の希望等を聞き

取り、ひとり親家庭の保護者及び子の資格取得や求職活動の支援を行います。

●	離婚協議開始前の父母等に対して、離婚が子どもに与える影響、養育費や面会交流の取

決めや離婚後の生活を考える機会を提供するため、講座の開催やひとり親家庭支援施

策に関する情報提供等の取組を推進します。

施策の方向性

5
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施策

基
本
目
標

基本施策  　 子ども・子育て支援の充実2

第3 章　基本目標別の施策後期基本計画
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▼ひとり親家庭の孤立化防止に関すること。

協働により推進したい取組

指標名 基準値 目標値
（R11） 指標の説明

母子・父子自立支援プログ
ラム策定数

33件
（R6）

※国の制度改正後
の策定対象のみ
を抜粋した件数

基準値維持
ひとり親家庭を対象とした就業や生活の
安定のための支援プログラムの策定数
です。

ひとり親家庭における母子・
父子自立支援プログラム策
定事業の認知率

41.5％
（R5）

50.5％
ひとり親家庭における母子・父子自立支援
プログラムの認知率です。

養育費の受給率
42.9％
（R5）

58.5％
取決めをした家庭のうち養育費を受け取
ることができている割合です。

指 標

主要な取組

取組名称 令和8年度から11年度までの取組内容

ひとり親家庭自立支援事業
支援を必要とするひとり親家庭に対して、情報提供や制度の周知、資格取得
や就業の支援を行うことで自立を促す取組を行います。

養育費確保に関する補助
事業

ひとり親家庭の生活の安定のため、養育費の取決めに係る公正証書等の作
成、養育費保証契約の締結等に必要な費用を助成します。

ふちゅうひとり親応援ブック
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教育・保育サービスの充実
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就学前の子どもに対して、それぞれの家庭の状況や子どもの個性に応じて必要とされ

る教育・保育サービスが提供されており、安心して出産し、子育てできる環境が整ってい

ます。

めざす姿
（施策の目的）

保護者の働き方や子育ての在り方は社会的に変化しており、保育ニーズは増加及び

多様化しています。このため、認可保育所の開設や定員増を進めた結果、待機児童数は

平成29年度（2017年度）の383人をピークとして、令和4年度（2022年度）は14人、令和

5年度（2023年度）は5人、令和6年度（2024年度）は0人、令和7年度（2025年度）は13

人となり、待機児童は解消に向けて順調に減少しています。保育施設が増加・多様化して

いることから、各事業者の保育サービスの質を維持・向上させる取組や人材（保育士）の

確保が求められるとともに、医療的ケア児＊など、特別な支援が必要な児童の受入体制の

拡充のほか、親の就労要件を問わず柔軟に利用できる新たな通園制度（こども誰でも

通園制度＊）の実施が求められています。また、今後は就学前児童人口の減少が進み、教育・

保育サービスの供給過多や地域偏在の課題が想定されることから、引き続き、社会情勢

や保育ニーズの変化などを注視しながら、対応策について早期に検討・着手することが

必要です。

現状と課題

●施設への給付や保護者への保育料の助成を通じて、保育園を始めとする保育施設や

幼稚園等の中から、保護者が最適な教育・保育サービスを選択できる環境を整えます。

保育園の延長保育や一時預かり等についても、需要の変化に留意しつつ、事業を継続

します。また、事業者の協力を得ながら、特別な支援が必要な児童等の個別ニーズへの

対応を拡充していきます。

●教育・保育の質の維持・向上を図るためには、保育士等の確保と育成が必要なことから、

保育士等の処遇改善やキャリアアップのほか、業務負担の軽減に取り組みます。また、

良質な育成環境を維持できるよう、事業者に対する保育支援者巡回支援や指導検査、

第三者評価の受審費用の助成を引き続き実施します。

●待機児童を増やさない、発生させないための取組を進めるとともに、今後想定される

教育・保育サービスの供給過多や地域偏在への対応策として、定員調整等の取組を進め

ます。

施策の方向性

6

1

施策 基本施策  　 子ども・子育て支援の充実2

基
本
目
標

第3 章　基本目標別の施策後期基本計画
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指標名 基準値 目標値
（R11） 指標の説明

保育所入所待機児童数
13人

（R7）
0人

4月1日時点において認可保育所の入所
要件を満たし、入所の申込みをしている
児童のうち、認可保育所等に入所できて
いない児童の人数です。

キャリアアップ研修受講率
80.7％
（R7）

100％
保育士の待遇向上と専門性強化を目的と
して実施しているキャリアアップ研修の受
講率です。

指 標

▼利用者のニーズに沿った多様な保育・教育サービスの提供に関すること。

協働により推進したい取組

主要な取組

取組名称 令和8年度から11年度までの取組内容

教育・保育の提供 
保育コンシェルジュによるきめ細かい相談対応により、保護者のニーズに
合った教育・保育サービスを提供するとともに、保育施設の定員未充足や
地域偏在への対応策として、定員調整等の取組を進めます。

教育・保育施設給付・運営
事業

子ども・子育て支援新制度＊に基づく教育・保育給付を適正に行うとともに、
教育・保育施設が利用者ニーズに対応した一時預かり、延長保育等の事業を
展開する際の支援を行います。また、特別な支援を必要とする障害児や医療
的ケア児等の受入れの充実を図ります。

保育施設・保育士等支援
事業

良質な育成環境の維持・向上を図るため、認可保育所・認証保育所等に対し、
公立保育所長経験者等が助言・相談等を行う巡回支援を実施します。また、
保育士等の処遇改善や負担軽減に資する事業に対する支援を行います。
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高齢者がいきいきするための支援

人
と
人
と
が
支
え
合
い 

誰
も
が
幸
せ
を
感
じ
る
ま
ち

保
健

福
祉

高齢者が社会とつながり、積極的に外出や交流をしており、自身の知識や経験をいかし

て多様な場面で活躍し、健康でいきいきと暮らしています。
めざす姿

（施策の目的）

高齢者がいきいきとした生活を送るとともに、人生100年時代において貴重な社会資源

として地域の支え手・担い手として活躍するためには、心身ともに健康な期間である健康

寿命を延伸することが大切です。高齢化の進展に伴い、これまでの介護予防に関する講座

や教室の開催等を通じた介護予防・フレイル＊予防の取組に加えて、今後は、一人ひとりが

習慣的かつ主体的な健康づくりに取り組み、社会とつながり、外出や人との交流の機会を

持ち続け、いくつになっても生きがい・役割を持って活躍できる環境づくりが求められて

います。

現状と課題

●府中市勤労者福祉振興公社や府中市シルバー人材センターを支援するとともに、ハロー

ワーク府中や東京しごとセンター等と連携した取組により、意欲のある高齢者を多様な

就労へとつなげていきます。

●高齢者の生活の充実と活動意欲の向上のため、地域と関わり、参加ができる場を充実

させるとともに、余暇活動や交流を支援することで、高齢者の社会参加と生きがいづくり

を推進します。

●介護予防・フレイル予防の普及啓発を行い、高齢者が日常生活に必要な筋力の維持、

口腔・栄養状態の改善などについて、自主的かつ継続的に取り組み、心身の健康増進に

つなげることができる仕組みづくり、地域づくりを進めます。

施策の方向性

7

1

施策

基
本
目
標

基本施策  　 高齢者サービスの充実3

介護予防教室の様子

第3 章　基本目標別の施策後期基本計画
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▼高齢者の居場所づくりや、活躍の機会の創出に関すること。

協働により推進したい取組

指標名 基準値 目標値
（R11） 指標の説明

高年齢者無料職業紹介等
就業支援事業による就職
者数

142人
（R6）

250人
高年齢者（おおむね55歳以上）に対する
無料職業紹介等就業支援事業を利用して
就職した人数です。

週に1回以上地域活動を
行っている高齢者の割合

18.8％
（R7）

39％
市民意識調査により把握した、週に1回
以上地域活動を行っている高齢者の割合
です。

介護予防に意識して取り
組んでいる高齢者の割合

53.4％
（R7）

78.4％
アンケートで、介護予防に意識して取り
組んでいると回答した高齢者の割合です。

指 標

主要な取組

取組名称 令和8年度から11年度までの取組内容

高齢者就労支援事業
府中市勤労者福祉振興公社や府中市シルバー人材センターへの支援を通じ
て、意欲のある高齢者が働きがいを持って就労できるようにしていきます。

高 齢 者いきがい・居 場 所
づくり支援事業

高齢者の交流の機会となるシニアクラブ＊などの活動の支援や敬老事業等に
より、高齢者の生活意欲の向上を目指します。

介護予防事業
介護予防推進センター、文化センター等の地域の会場で介護予防に関する
講座や教室等を行い、高齢者の介護予防・フレイル予防を支援します。
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高齢者が住み慣れた地域で安心して
暮らすための支援

人
と
人
と
が
支
え
合
い 

誰
も
が
幸
せ
を
感
じ
る
ま
ち

保
健

福
祉

認知症その他の疾病や一人暮らしである等の理由により支援を必要とする高齢者と

その家族を、地域住民、事業者、関係機関等で見守り、支え合うネットワークが構築されて

おり、全ての高齢者が安心して暮らしています。

めざす姿
（施策の目的）

今後、高齢化がますます進む中においても高齢者が社会から孤立せず、自身の望む生活

を送ることができるよう、医療及び介護の専門職に加え、地域住民や事業者等も一体と

なって支えていく地域包括ケアシステム＊を更に深化・推進していくことが重要であり、その

中心を担う地域包括支援センターの相談支援、権利擁護、虐待防止等の機能の充実が

必要です。また、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるためには、在宅で各種の医療・

福祉サービスを受けることができる仕組みづくりも必要であり、医療と介護の連携を更に

充実させていくことが求められています。

加えて、認知症等の疾病がある人も安心して生活ができるよう、必要な周囲の理解や

見守り・サポート体制を充実させ、高齢者の誰もが尊厳と希望を持って生活できる環境を

整えることが必要です。

現状と課題

8

1

施策 基本施策  　 高齢者サービスの充実3

基
本
目
標

●市内に11か所ある地域包括支援センターの機能の充実を図るとともに、地域住民、事業

者、関係機関等による高齢者の見守りや支え合いのネットワークが広がるよう推進しま

す。また、市民が必要とする情報を入手できるよう、分かりやすい情報提供に努めます。

●医療的ケアが必要になっても、在宅での療養生活や看
み

取りを選択できるよう、医療・介護

連携の充実を図り、療養環境の整備を進めます。

●	互いに尊重し、支え合いながら共生できるよう、認知症に関する正しい知識・理解を広め

るとともに、認知症のある人及びその家族への支援の充実を図ります。

施策の方向性

第3 章　基本目標別の施策後期基本計画
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▼高齢者の見守りネットワークに関すること。

協働により推進したい取組

指標名 基準値 目標値
（R11） 指標の説明

地域包括支援センターの
認知度

47.5％
（R5）

65.5％
地域包括支援センターが高齢者の総合的
な相談を行っていることを知っている18
歳以上の市民の割合です。

医療介護連携率
医療 72.2％
介護   58％

（R4）

医療 75％
介護 75％

医療従事者及び介護サービス事業者が
医療と介護が連携していると感じる割合
です。

ささえ隊ネット＊登録者数
1,815人
（R6）

2,100人

認知症サポーター養成講座を受講した人
のうち、認知症のある人やその家族を支援
するボランティア活動等を行う「ささえ隊
ネット」に登録している市民の人数です。

指 標

主要な取組

取組名称 令和8年度から11年度までの取組内容

地域包括支援センター事業

高齢者とその家族へ必要な支援が提供できるよう、地域包括支援センター
を中心とした相談支援体制の充実、センター間の情報共有の徹底、さらには
地域の保健、医療、福祉関係者に加え、福祉エリア＊の関係団体等とのネット
ワークづくりを進めます。

在宅医療・介護連携推進
事業

医療と介護が必要な在宅高齢者を支えるため、介護従事者と医療関係者間
の顔の見える関係づくりと、連携や協働に向けたネットワーク構築を進め
ます。

認知症対策事業
認知症に関する普及啓発を行うとともに、認知症の人が早期に診断や必要な
支援を受けられる体制を整備します。
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保
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福
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障害のある人が地域の一員として地域における交流活動に参加するほか、社会の一員

として、その人らしく働くことができるなど、積極的な社会参加が可能なまちになってい

ます。

めざす姿
（施策の目的）

障害に関する理解を深めるため、各種イベントの開催や啓発活動等を行っていますが、

今後は様々な団体や事業者との連携・協働により、ノーマライゼーション＊に対する理解促進

に向けた一層の取組が求められています。また、地域を中心とした活動に参加しやすくなる

よう、障害のある人と地域の人との交流の機会や場づくりの支援を行うことや、多様な活動

に参加しやすいように移動・移送サービスの充実を図ることも必要です。市立心身障害者

福祉センターにおいて障害者就労支援事業を行っていますが、就労支援、就労定着支援の

充実を図るとともに、障害のある人の雇用促進や働きやすい職場づくりについて、ハロー

ワーク等と連携し、市内企業等に向けて意識啓発や必要となる支援を行うことが求められ

ています。

現状と課題

●障害に関する知識や障害のある人への理解を広め、お互いの個性を尊重し合い、つなが

り合い、支え合う地域共生社会を目指し、ノーマライゼーションの理念の普及を推進し

ます。

●障害のある人と地域の人との交流を推進するとともに、様々な活動への参加手段として、

移動・移送支援の充実を図ります。

●	関係機関と連携を図りながら、障害のある人の一般就労への支援や就労後の定着の

支援を行うとともに、就労機会の確保や就労に向けた相談・支援体制の充実を図り

ます。

施策の方向性

9

1

施策

基
本
目
標

障害者の社会参加の推進

基本施策  　 障害者サービスの充実4

障害者軽スポーツ大会

第3 章　基本目標別の施策後期基本計画




